
　コロナ禍では、飲食業などの縮
小や撤退で特に女性の失業が増加。
ひとり親家庭などの生活に多大な
影響を与えた。一方、情報通信業
は雇用があり、子育てや介護中で
もテレワークなど多様な働き方が
できる。市でも、デジタルスキル
の習得と就労を後押しすべきである。

　国では、女性デジタル人材育成
プランを策定し、コロナ禍におけ
る女性の就労支援、長期的な経済
的自立、デジタル分野のジェンダー
ギャップの解消を図っている。市
でも、優良事例を参考にしながら、
コミュニティセンターの講座に位
置付けるなど検討していく。

問 女性デジタル人材育成と
就労支援を 答 デジタル社会の

人材育成に取り組む

　男性から、乳幼児を連れてのオ
ムツ替えや授乳の際に、施設が使
いにくいとの声があった。「赤ちゃ
んの駅」などに男性も利用可能で
ある表示をしては。また、疾病や
加齢などから、尿漏れパッドなど
を使用する男性がいる。個室トイ
レにゴミ箱を設置できないか。

　赤ちゃんの駅がある市内25の公
共施設のうち、14施設は男女問わ
ず使用できる設備が備わっている。
使用が分かる工夫をするなど、男
女問わず安心して利用できる配慮
をしていく。また、男性用個室ト
イレへのサニタリーボックスの設
置を進めていく。

問 男性が使いやすい施設に 答 サニタリーボックスの
設置を進めていく

　佐光紀子著「家事のしすぎが日
本を滅ぼす」によると、日本の家
事の「当たり前」は、世界の非常
識だ。武家社会や「女中のいる家」
の家事規範を本気で改めるべきで
はないか。男性の分担を増やすだ
けでなく家事そのものを見直すべ
きだがどうか。

　社会全体で改革意識を持たなけ
れば推進できないため、現状や課
題を明確に捉え、各施策を実行す
る必要がある。固定的な性別役割
意識の改善に向けて、様々な機会
を通じて情報発信を行い、男女共
同参画社会の実現に向けて理解促
進を図っていく。

　請願者である協議会については、
議会において請願が採択されたこ
とから、市では協議会の経緯など
の確認を行うことは考えていない。
しかしながら、今後も路線バスの
運行予定事業者のみならず、必要
に応じて協議会からの聞き取りも
行っていく。

問 女性の地位向上に
ついて 答 様々な機会を通じ

情報発信を行っていく

　「みんなでつくる　自然と利便
性の調和したまち　しらおか」を
実現するため、駅前広場の緑化、
並木道の整備を。また、個人の家
にはシンボルツリー運動など、市
内における緑の総和を大きく。農
は緑の中心、子どものころから農
の思想を育むべきではないか。

　駅前広場の緑化、並木道の整備
は、課題もあり、市民の理解が必
要である。シンボルツリー運動な
どについては、緑化意識の啓発を
推進していく。今後も引き続き、
市民が自然と触れ合いながら、農
業の持つ様々な機能に関心を持て
るよう努める。

問 総合振興計画実現の
ために 答 自然と利便性の調和に

努めていく

　民間の商業者によるイベントで
のにぎわい創生が市の発展に有用
であるが、経営者が商店、飲食店
を閉店してしまうと、イベントの
発案、実行の減速要因となり、問
題と考える。官民協働のまちづく
りのために支援策を伺う。

　市内商店会や民間団体によるイ
ベントについては、補助金の交付
や後援により、その活動を支援し
ている。商工会等の関係団体と連
携しながら、今後も市内商業への
振興策や地域の活性化策を実施し
ていく。

問 商業の活性化について 答 今後も市内の商業振興を
図っていく

　古くからの住民の高齢化、世代
交代による空家、老朽家屋の問題
が始まっている。次代の持ち主が
適切に管理できない家屋は、倒壊
や火災のリスク要因になりかねず、
放置は望ましくない。こうした空
家の問題への対応を伺う。

　空家バンクの運営とともに、所
有者等への書面による助言、指導、
不動産無料相談会を毎月開催する
などの対応を実施している。
　引き続き、空家等対策計画及び
第２次計画に基づき、空家等の実
態把握に努め、予防、活用、解消
に向けた空家対策を推進する。

問 市内の空家問題について 答 予防、活用、解消に向け
対策を推進する

　通信簿は、法的にも作成義務が
無く学校長の裁量権となっている。
　評価の高い児童は喜びの限りと
思うが、評価の低い児童は不登校
の原因にもなり兼ねない。
　通信簿になり代わる方法・指導
がないものか検討すべきと考える。
教育委員会の見解を伺う。

　通信簿は、一人一人の学びの成
果や伸び等を児童・生徒や保護者
に伝えることにより努力の成果等
を明らかにし、次の学期への意欲
を高めることができるよう作成し
ている。今後も学習意欲や学校生
活に満足感を得ることができるよ
うな通信簿の作成を指導していく。

問 小学校の通信簿を
廃止できないか 答 意欲が高まる通信簿を

作成していく

　中央病院の新築移転については、
市との協定により進められている
がロシアによるウクライナ侵攻に
より、建築経費の高騰が予想され
る。中央病院にとってこのような
状況で市から更なる支援を求めた
いのが実状と思う。市としてこの
状況をどのように考えているのか。

　中央病院の新築移転にあたって
は、機器等の取得費用に対する補
助金や、固定資産税相当額の助成
金の交付による支援を適時実施す
る。財源は限られているが、企業
版ふるさと納税制度を活用して民
間企業からの寄附を募るなど、可
能な範囲で支援を行っていく。

問 中央病院の新築移転の
その後は 答 新築移転に向けた

支援を行っていく

遠藤　誠 議員
（WAKABA）

中川幸廣 議員
（白岡ビジョン）

細井　公 議員
（WAKABA）

菱沼あゆ美 議員
（公明党）
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